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 平成 29 年 5 月 25 日

各    位 

会 社 名 株 式 会 社 ラ ン ド

代表者の
役職氏名

代表取締役社長  松 谷 昌 樹

（コード番号 8918 東証第一部）

問合せ先 常務取締役管理部長 佐 瀬 雅 昭

電話番号 0 4 5 － 3 4 5 － 7 7 7 8 （ 代 表 ）

 

「内部統制システムの構築に関する基本方針」の一部改訂に関するお知らせ  

 

当社は、平成 29 年 5 月 25 日開催の取締役会において、下記のとおり「内部統制システ

ムの構築に関する基本方針」の一部改訂を決議いたしましたのでお知らせいたします。な

お、改定箇所につきましては、下線を付しております。 

 

記 

 

1.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 「企業理念」「経営理念」に基づき誠実に行動し、コンプライアンス重視の姿勢を

周知徹底するため、取締役及び使用人に対して、関連諸法令に関する教育の充実等

に努める。 

(2) 業務監査部門として社長直轄の内部監査室を設置し、内部統制システムの強化を

行う。 

 

2.取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する体制 

(1) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報については、

法令及び文書管理規程等の社内規程に基づき作成・保存するとともに、必要に応じ

て取締役、会計監査人等が閲覧、謄写できる状態に管理する。 

(2) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報の作成・保存・

管理状況については、監査等委員会の監査を受ける。 

 

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 会社の損失の危険については、それぞれの担当部署において、予見されるリスク

の分析と識別を行い、必要に応じ、プロジェクトチームを設置し、当該リスクに関

する規程・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う体

制とする。 
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(2) 各担当部署長は、内在するリスクを把握・分析・評価した上で適切な対策を実施

するとともに、その管理状況を監督する。また、当該リスクの軽減に取り組む。 

(3) 内部監査室は内部監査規程に基づき、各部署のリスク管理の状況を監査し、その

結果を定期的に社長に報告する。 

 

4.取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制 

(1) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われること

を確保するため、定例の取締役会を原則として毎月一回開催するほか、必要に応じ

て臨時取締役会を開催する。 

(2) 投資に関する案件は、原則として投資委員会の審議を要するものとする。当該投

資委員会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び担当部署長により構成さ

れ、常勤監査等委員の立会いのもと、必要に応じて開催する。 

 

5.当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 関係会社（子会社）の管理は、当社規程に従い、当社の管理部と、当該関係会社

の日常管理を行う業務管理部門とが連携・調整を図り、協力して行う。 

(2) 関係会社には、必要に応じて取締役又は監査役として当社の取締役（監査等委員

である取締役を除く。）又は使用人を派遣し、当該関係会社の取締役の職務執行を監

視・監督し、監査等委員会は、当該会社の業務執行状況を監査する。 

(3) 各関係会社の事業運営については、各社の取締役より定期的に業務内容の報告を

受け、重要案件については、事前協議を行うなど業務の適正を確保する。なお、各

関係会社での投資案件等に関しては、原則として当社投資委員会の審議を要するも

のとする。 

 

6.監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び当該使用人の独立性に関する事項 

(1) 当社は、監査等委員会の要請がある場合には、監査等委員会の職務を補助する使

用人を選任する。 

(2) 当該使用人の人事等については、事前に監査等委員会の同意を得ることとする。 

 

7.取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するため

の体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

(1) 監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するため、取締

役会その他の重要な会議に出席するとともに、必要に応じて意見を述べることがで

きる。 

(2) 監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）が決裁する稟議書そ

の他職務執行に関する重要書類を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である



3 
 

取締役を除く。）及び使用人に対して説明を求め、または報告を受けることができる。 

(3) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）はその職務の執行状況や内部統制シス

テムの構築及び運用状況等について、監査等委員会に報告する。 

(4) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当社に著しい損害を及

ぼすおそれのある事実、当社の目的外の行為その他法令若しくは定款に反する事実

を発見したとき、または経営・業績に影響を及ぼす重要な事項について決定したと

きは、直ちに監査等委員会に報告しなければならない。 

(5) 内部監査室は、内部監査の実施状況及びその結果を随時監査等委員会に報告する

ものとする。 

 

8.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、当社が対処すべき課題、監

査等委員会監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行い、

相互認識と信頼関係を深めるように努める。 

(2) 代表取締役は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が、監査等

委員会監査の重要性と有用性に対する認識及び理解を深めるよう促し、監査等委員

の職務執行が実効的に行われるよう相互に協力する。 

(3) 監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と定期的に会合を持つなど相互に連

携し、監査方針や計画、監査結果の報告を受け、監査等委員会監査の実効性確保を

図るものとする。 

以上 

 


